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◇ 調査研究（視察）の目的 

 

神奈川県における県立高校の再編整備について考察し、大阪府における府立

高校の再編整備計画の実行に活かすため、調査研究（視察）及び意見交換を行

った。また、東京都における教育政策の今後の展開などを考察することで、大

阪府における教育施策の充実に活かすため、調査研究（視察）及び意見交換を

行った。 

 

 

◇ 調査研究（視察）実施日  

 

平成２９年１月３０日（月） 

 

 

◇ 調査研究（視察）参加者  

 

上島一彦、笹川 理 

 

 

◇ 調査研究（視察）先  

 

 ○ 神奈川県庁【所在地】神奈川県横浜市日本大通３３ 

 ○ 東京都庁 【所在地】東京都新宿区西新宿2-8-1 
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◇ 調査研究（視察）の行程  

 

１月３０日（月） 9：１0 新大阪駅 発  

 

11：２４ 新横浜駅 着 

 

1２：５0 神奈川県庁 着 

 

13：００ 

 神奈川県教育委員会『県立高校改革実施計画』及びそ

の実行についてのヒアリング（説明聴取・質疑応答・意

見交換）による調査研究 （～14：３0） 

 

１６：５０ 東京都庁 着 

 

１７：００ 

 東京都の最近の教育施策の内容や教育環境の状況につ

いてのヒアリングによる調査研究 （～１８：００） 

 

１９：３０ 東京駅 発 

 

２２：０３ 新大阪駅 着 
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◇ 調査研究（視察）の内容 【神奈川県教育委員会】 

 

日  時：平成２９年１月３０日（月）午後１時００分～午後２時３０分 

場  所：神奈川県庁 

説明者 ：神奈川県教育委員会 県立高校改革担当課 鈴木 豊 課長 

同席者 ：神奈川県議会 議会局政策調査課 阿部 浩一 副課長 
 
 

 

【神奈川県教育委員会『県立高校改革実施計画』について】 

 

 

 

以下、ヒアリング（説明聴取・質疑応答・意見交換）した内容の概要 

 

○ 県立高校の学校規模の適正化について 

 

 学校規模の適正化の推進について、現状としては、平成１１年に策定した『県

立高校改革推進計画』において、適正な学校規模は１学年６～８学級を標準とし

ている。しかしながら、平成２６年６月の県立高校改革推進検討協議会報告『県

立高校の将来像について』では、課程・学科の特性や、特別な教育的事情を考慮

することとしたうえで、「適正な学校運営・教育活動を行うためには、１学年８

学級で全体２４学級（960人）から１学年１０学級で全体３０学級（1,200人） 

を標準とすることが望ましい。」とされた。 
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 その理由としては、学校規模が小さくなることで、学年を担当する教員が学年

の生徒ほとんどを把握しやすい、余裕教室が増えることで選択科目などを展開し

やすいといった利点があるが、一方で、学校行事の活気が乏しくなる、生徒会や

部活動などの生徒の活動が成り立たなくなる、といった課題が出てきている、な

どが示されている。また、学校規模が小さくなると教員数も少なくなり、結果と

して、教員一人あたりの校務分掌が増える傾向にあり、教員にとって、組織的な

授業改善に取り組むうえで大切な、教材研究等、授業の準備に費やす時間がとれ

なくなるという傾向にあり、教職員の生徒と向き合う時間の確保ができなくなる

という課題も示されている。 

 

 神奈川県教育委員会教育局が行った、県立高校の副校長・教頭への、小規模化

の影響として最も強く感じることを複数回答で尋ねた調査によると、「生徒数に

応じて教員数も減り、その分、教員の校務分担等が増え、学校運営に支障が現れ

た」という回答が８９％と、最も高い割合を示す結果となったことからも、上記

の課題を学校現場が感じているということが示されている。 

 

 このようなことから、神奈川県教育委員会では、学校経営の改善の視点として、

県立高校全体を見据え、適正な学校規模のあり方を考えるうえで、効率的・効果

的な教育予算の活用など、各学校が学校全体の経営に努めていく必要があるとし、

県立高校の学校規模の適正化については、学校の活力をより高め、円滑な学校運

営を行うために、県立高校の再編・統合を通じて、現行の標準規模以上にするこ

とが望ましいと考える、ということを改革の方向性とした、とのこと。 

 

 

○ 県立高校の再編・統合による適正配置の考え方について 

 

 再編・統合による県立高校の配置を計画するにあたっては、生徒の通学時間（通

学圏）に配慮し、課程や学科など高校のタイプごとの地域バランスを考慮するこ

と、としている。また、県内を５つの地域に分け、各地域別の中学校卒業予定者

数の推計を活用し、未来予測をもって、その地域における学校配置数等を導き出

している。 

 

 

○ 県立高校の再編・統合の計画実施の進め方について 
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 再編・統合の実施については、「実施計画（Ⅰ期・５校）」「実施計画（Ⅱ期・

５校程度）」「実施計画（Ⅲ期・１０校以上）」という構成（２０～３０校程度の

減：現在１４２校）で、４年毎の期別計画を策定し、まずはⅠ期の対象校の校名

を一斉にオープンにして県民に示した。 

 

 統合する場合は、校舎はできるだけ新しい方で、規模が大きく、駅から近いと

いうことを考慮し、決定することとしている。 
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◇ 調査研究（視察）の内容 【東京都の教育施策について】 

 

日  時：平成２９年１月３０日（月）午後５時～午後６時 

場  所：東京都庁 

説明者 ：東京都 政務担当 特別秘書 野田かずさ 氏 
 

 

【東京都における最近の教育施策の内容や教育環境の事情について】 

 

 

 

以下、ヒアリング（説明聴取・質疑応答・意見交換）した内容の概要 

 

○ 東京都でも、私立高校の授業料無償化制度を導入し、世帯年収 760万円まで

の給付型奨学金制度をさらに拡充して、子育て世代の負担を軽くする。 

 

○ 区立、市立など、東京都内の小中学校の教育力をさらに充実させる。 

 

○ 現存する都立の中高一貫校に続き、平成34年には、都立の小中高一貫校を

新たに開校し、公立と私立の学校間で切磋琢磨を促す。 

 

○ 就学前教育、幼稚園教育については、民主党政権時代から、国とは別枠で、

都の就園費補助金を交付している。 

 

 

 


